









周知のように,個 々の企業 において会計 を実施 する際のその一般的な原則 または手続 は,会計方針
(accountingpolicy)といわれ て い る。 この会計 方 針 は企業 の特殊 性 また は経 営 管理 者 の必 要性 か ら
採用され る。会計原則 には棚卸資産の評価法や減価償却の計算法などを定めているが, それ らの行為
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に選択の自由を与 えているため,企 業 にとってはその方針が必要 とされ るか らである。
ところで,体 制転換 を遂げた新生 ロシアではいま,市 場経済への移行 とともに,そ のもとで活動す
る企業のための新 しい会計 システムの構築が行われている。 この会計改革の内容については, これ ま
で の別稿 で逐 次 あ き らか に して きた が{η,本稿で は,.とくに ロシア企業 の 会計 方針 に つい て考察 す る
ことに したい。 ロシアでの会計改革 も,全体 としての新 しい会計 システムの枠組 み,企 業会計の規程
な どをつ くることか ら,そ の内実 となる会計方針 を規定するまでになってきたか らである。
(1)
体制転換後のロシア会計 における会計方針 を考察 するに先だって,体 制転換前の ソビェ ト会計 にお
ける会計方針に触れておかねばならない。 なぜならば,の ちにみるように,新 生 ロシアにおける会計
方針についての触釈 にはソビエ ト会計の残淳がまだみられ,そ こには体制転換 の移行期の特徴が投影
してい るか らであ る。




は,西 側のような個々の企業 のための会計原則 や会計基準 に相当するものは存在 しなかった し,企業
の会計方針 といった用語 もなか った。市場の欠落 した中央集権的計画経済の もとでは,企 業(と くに
国有企業)に おける会計上の諸問題はソ連邦の閣僚会議,中 央統計局,財 務省,ゴ スバ ンクなどによ
っ て 解 決 さ れ,企 業 会 計 は これ らの 国 家 機 関 か ら公 布 され る決 定(nOCTaHOB」【ellIIe),規程(nO」iO"{e一
HHe),規 則(叩canna).,訓 令(Hll。TpyK悶}1),命 令(11pllRa3),指示(y1{a3alme),書 簡(川lcbMo),模
範例(叩 臨ep)などに依拠 して画一的に実施 されていたからである。そこにばう個々の企業が 自由に
選択 で き得 るよ うな会 計 方針 とい った もの は許 され てい なか っ」一`{2)。
また,個 安の企業には,統 計計算,経 営(業 務技術)計 算,会 計計算か らなる統一・国民経済計算制
度の一環 としての会計 システムが設置されていた。それは,こ の統一化 されたシステム と画一的な会
計の実施を通 してジ国が生産物(作 業,役 務)の 価格決定などの経済政策の策定に必要な会計データ
を収集 していたか らである。 このため,会 計の主目的 は,個 々の企業におけるその財政状態 と経営成
績に関する情報の把握 とい うよ りも,む しろ国の経済政策の策定に とっての会計データの収集であ っ
た。 そして,不 完全な独立採算制 を採用 し,国 家計画 を遂行する場 となった個々の企業の経理部は,
国が規定した手続によって国へ会計データを提供するための実務 をただ行 う単なる記録係 となってい
た。 ここに,企 業会計 は企業簿記に後退 し,会 計理論 は簿記理論 に近 い もの となったω。 こうして,
ソビエ ト会計の もとでは,会 計上の諸問題 は企業を管轄する国の上級機関によって解決 され,企 業 に
対 してはその会計手続のみが示 され,個 々の企業はその所与の手続だ けを行 っていたのである。
では,ソ ビエ ト会計のこうした状況のもとで,西 側の会計方針 に相当す るものはどのように理解 さ
れ ていたの で あ ろうか。
いま,'91年末の ソ連邦崩壊直前まで広 く普及 していた会計教科書 をみてみ よう。
それによると,まず,会 計の対象(叩e澗eT)は社会主義の社会的フォン ドとその動態であると規定
嘱
す る。 そして,こ の社会的 フォン ドは企業 における種々の具体的 な経営財産 としてあ らわれ,そ の動
態は経営財産の循環,た とえば物的生産分野では1)調 達,2>生 産,3)販 売 とい う3つ の循環過
程を経過する経営財産の回転 となる。そこで,こ の循環過程における経営財産の使途 と形成源泉が会
計 の客 体(06もel{T)にな る と した。
ついで,会 計の対象を認識 し反映する会計の方法(MCTO10がつぎのように規定 され る。会計の方
法は,一方で経営財産の使途の指標を他方で経営財産の形成源泉の指標を掌握する,会計固有の方法
P
と しての バ ラ ン ス 的 総 括(6a」1aHc6Boeo606取eHHe)一これ はバ ラ ン ス 方 法(6aπaHco服h⊆eTo且》・ と呼
ばれ る こ と も あ る 一 で あ る とい う。 た と え ば,パ ー リー(B.Φ.Ha」雪崩)と ソ コ ロ フ(fl.B.COKO」10B)
によれば,「会計の方法は,単 一の(貨 幣的)指 標であ らわされた会計客体 についての法に基づいて
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記録 された情報 の相 互 関連 的反 映,バ ラ ンス的 総括 お よび対 比 で あ る」 と 定義 し,ま た,・マカ,ロブ
(B,1'MaKapOB)も,「ソ ビエ ト会計 の方 法 は,経 済活動 の計画 的管理 の遂行 のた め に,貨 幣 的表現 で
の会音階 体の連続的,間 断のない,相 互関連的そして客観的な反映,経 済的総括お よび集計 を保証す
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る手 段(cnoco6)の体 系で あ る」 と定 義 した。 そ して,会 計 の 方法 であ る この バ ラ ンス的総 括 は,
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1)文 書 作 成 と 棚 卸(八oKyMewa噸 ∬IHmBel1TapH3alUIH).,2)評価 と 原 価 計 算(ouelllぐauKa川 、.
KWf照面,3)勘 定 と複 式 記 入(c・leTIUBO酌HaH3allllCl・),4)バラ ンス(貸 借 対 照 表)と 報 告 書
}
(6aπaHc5!OTqeTl藍oαfl・〉 とい う会 計 の 一 連 の 具 体 的 な 技 術 手 段 か らな る と した 。
したがって,ソ ビエ ト会計の もとでは,西側でいわれる会計方針 は,会 計の対象 を認識する会計の
方法 と関係 した もの となってお り,と くに,個 々の企業で会計 を実際に実施するその手段が,西 側の
会計方針 とその手続にほぼ対応するものであった④。
しか し,新 生ロシアではい ま,こ れ濠での伝統的な会計の方法 とその手段 に代わって,西 側の会計
方針が導入 されるようになってきたのである。
(2)
西 側 の 会 計 方 針 な る 用 語 は,ロ シ ア 語 のy・ 璽eTHa51皿o川5TilKaとして 訳 され て,'80年代 末 の 崩 壊 直
前の ソ連邦 に伝播 してきた。そ して,今 日のロシアでは,こ の用語は会計文献や会計実務において広
く普 及 して きてい る。
では,会 計 方針は,ロ シアの会計学界や実務界 においてどのように定着 していったのであろうか。
新 生 ロシ アで は,ま ず,'92年3月20日,ロ シア財務 省 は 「ロ シア連 邦 にお け る会 計 と報 告 書 に関
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する規程」 を承認 しだ5)。この規程 は企業で実施 され る財務諸表作成 とその公表 とを定めてお り,そ
れは西側でいわれ る会計原則 また は会計基準にほぼ相当する規程である。 しか し,規程 には会計方針
という用語 もそれ に関する規定 もまだ明記 されていなか った。 その後,こ の規程 に対 して部分的な増
補 と一部の修正が行われ,現 在 では,こ れ らの増補 と修正の内容 を取 り入れた,よ り整理 された新版
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の規 程 が'95年1月1日 か ら適 用 され てい る{6)。そ して,こ の新 版 の規 程 には,'94年7月28日,財 務
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省が出 した 「『企業の会計 方針1の 会計規程」の内容が盛 られることになったの。
この企業の会計方針の規程 は,企 業 にとっての会計方針の形成(選 択,根 拠)と 開示の基礎 を定め
た もの で あ る。規 程 に よる と,企 業 が選択 す る会計 手続(cHoco6Be丑el棚6yxra肛epcKoroyqeTa)の
総体 を会計 方針 と称 し,所有形態に関係な く会計方針 を形成する企業で,会 計法規や企業設立文書 に
基づいて財務諸表 を公開す る企業に対 して本規程 を適用する としている。 また,会 計方針 は企業長 に
よ っ て形 成 され,そ の形 成 に際 し て は,1)企 業 の 資 産 独 立 性 の 公 準(双OIIy脚HIIel罰}・H瓦eCTEeHHoii
060co6πeHHocT旧1pe」uIpllHTI旧),2)企業 活 動 の 継 続 性 の 公 準(珊HyH【ellI1eHe叩GpbiBHocT匹Ue月Te」1も一
HocTi1叩e八npH}聖Tim),3)会計 方 針 適 用 の 継 続 性 の 公 準{πony[uellHeHoc」le∫【oBaT{罫菱蟹、llocTl1叩HMeHeH旧
yqeTHo並no川THI{H),4)経済 活 動 の事 実 の 時 期 的 認 識 の公 準(πoHyluelllleBpeMeHH瓠ollpe瓜eJIel卜'
1{oGTHΦaKToBxo3n餉cTBα"1磁几eHTe』MlocTLI)を前 提 に す る こ と と し,さ らに,会 計 方 針 は,1)真 実 性
の 要 請(Tpe60BaHIIeno川loT奮の,2)慎 重 性 の 要 請{Tpe60Ba照eoc馬IoTpl1TeJIulocTH),3)形式 よ り も
内 容 重 視 の 要 請(Tpe60BallHe叩1Iopl蓋TeTaco1疋e脚aHllHnepe」ゆoPM6軌4)会 計 デ ー タ の 一 致 の 要 請
(Tpe60おaIl墨1eHe叩oTHBopeqHBocTiI》,5)経済 活 動 条 件 と企 業 規 模 に あ っ た 会 計 の 合 理 性 の 要 請
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(Tpe60BaHHepalUIo}la浬bllocT匹1)を保 証 し な け れ ば な ら な い とす る。 そ の う え で,企 業 は,会 計 法 規 で
定められたい くつかの会計手続の中から1つの ものを選択 し,選 択 した会計方針 を企業の適応の組織
的 ・指図書的書類 に明記 し,会計方針の変更 は,企 業組織の改組,所 有者の交代,会 計法規の改定,
新 しい会計技法の開発 といった場合に可能であるが,変 更には理 由がな くてはな らない とする。
くわえて,規程 は,財務諸表の利用者に とって企業の財政状態 と経営成績を充分に評価できない も
のを除いて,そ の利用者の意思決定 と評価に重要な影響 を与える企業の選択 した会計手続 を開示 しな
けれ ばならないとし,財務諸表へ開示する会計手続 として,1)固 定資産,無 形資産およびその他の
資産の償却法,2)生 産用在庫,商 品,仕 掛品および完成製品の評価法,3)生 産物(作 業,役 務)
の販 売か らの利益の認識法などを挙げる。そ して,.重要な会計手続 は財務諸表の作成 に際 して注記
(Ho肌HI{Te服faH3ai1匡1cKa)で開示 され,会 計 方針 の変更 はそ の変更 理 由 と価値 的表示 で の その結 果 と
ともに財務諸表に特別 に開示され るとする。
こうした会計方針 についての規定が,'95年1月1日より適用 されている現行の会計 と報告書 に関
す る規程 に取 り入 れ られ る ことにな ったの で ある。
(3)
会計方針 はロシアの会計法規 に明記 されることになったが,で は,そ れはどの ように解釈されてい
るの で あ ろ うか 。 バ カ ー エ フ(A、C.BaHaeB)(f)とシ ニ ェ イ ドマ ン(JL3.H1He恥1aH)に よ れ ば,そ
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れ はつ ぎの ようになってい る。
まず,こ れまでのソビエ ト会計 のもとでは,会 計の方法は,企 業の経済活動の事実の貨幣的表示 に
よる相 互反映,総 括 お よび対比 とい うバ ラ ンス的総括 で あ り,そ れ は,さ きに触 れた よ うに,1)第
1次 的 記 録(HepBI凹{oeHo6川o皿eH5Ieンー文 書 作 成 と棚 卸 一,2)価 値 的 測 定(cToHMocTHoeII3MepeHlle)
一評 価 と原 価 計 算 一,3)日 常 の 分 類(Tel叫aπrpyl1HIlpOBI{a)一勘 定 と複 式 記 入 一,4)最 終 的 総括
(蚤璽TorOBoeo60611職eHlle)一バ ラ ンス と報 告 書 か らな る技 術 手 段 で あ った 。 と こ ろ が,こ れ か らのnシ ア
会itのもとでは,企 業は上記の1)か らの までの会計手続 において,多様 な手続 を採用で きるよう
になる。たとえば,材料は平均原価法,先 入先出法,後 入先 出法な どで評価 され,固 定資産 は定額 償
却法,加 速度償却法で減価償却 され,生 産物の販売からの利益 はその積送や支払の要因で認識 され,
P
計算は各種の勘定を活用 して行 うことになる。つまり,企業は,一 般 に認 められた原則 に応 じた多様
な会計手続のうちか ら,会計の実施に際 してその手続を選択 し,企 業の会計方針を形成できると説明
す る。
そこで,会 計方針 とは,「企業が経営運営に見合ったもの として選択 した会計手続 の総体」であ り,
「換言すれば,そ れは,企 業の経済活動の:事実の第1次 的記録,価 値的測定,日 常の分類,最 終的総
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第一・次 的 記録 価値的測定 日常の分類 最終的総括
文書作成 棚卸 評価 原価計算 勘定 複式記入 バ ランス 報告書
会計の方法の現実化どしての企業の会計方針
実施方式
第一次的記録 価値的測定 日常の分類 最終的総括
原始的証拠 棚卸の定期 資塵と債権 生産物の原 勘定計画 経済活動の 貸借対照表
一
報告書の必
書類の必須 性 と規模, 債務の評価 価算定の具 個々の事実 項 目の組成, 須条項 と様
条項 と様式, その実施手 の具体的手 体的手段な の会計への 資産 と債権 式,項 日の
書類の回覧 続 段 ど 反映 シ ェー 債務の評価 組成など
な ど マ の具体的手
段
(出所)〔3〕53頁。
したが って, 会計方針 はそれぞれの企業で異なるが,そ れは会計方針の形成 における企業の自主性
の度合いと関係することになる。 と同時 に,企 業 によって採用 される会計方針は,企 業活動 を最大限
適切 に反映 して,企 業の利害関係者 に対 して客観的で充分な情報 を提供で きるものであるとす る。
そ し て, 会計方針の内実 は,一 般 に容認 された多様 な会計手続 か ら選択 した手続 か らなる。 その
際,企 業 は, 会計方針の統一性 を保 ちつつ, 1つの基礎で会計手続 を選択す る。 よって,企業を構成
している諸亜部門における会計 も企業が選択 した 1つの手続で行われ るとする。
さ ら に, 一般 に,会 計方針の形成 と会計手続 の選択に対 して影響 を与 える要因 として,つ ぎの もの
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を列挙 してい る。
1)企業の法的,組 織的, 経済的な地位 …所有形態(私 的, 国有),組織的 ・法的形態 (株式会社,
有限責任会社,合 名会社,賃 貸借制企業な ど),産業部門とその種類 (工業,建 設, 運輸,商 業,
科学 ・調査機関など),企業規模 (活動規模, 売上高,従 業員数 など)。
2)事業の短期 と長期の目的…追加の財務 資源の確保,市 場での競争的地位の強化,投資計画の実
現,株 価の引き上げな ど。
3)活動の特徴…生産活動の特徴 (技術 的構造, 費消す る資源),商業活動の特徴 (調達 と販売の
組織, 決 済 システム, 得意先 との関連〉,財務活動の特徴 (銀行やその他の金融機関および税務
機関 との相互関連)。
4)要員の確保…従業員の資格水準 (経験,熟 練, 習熟度, 定員数)。






つ いで,バ カーエ フ とシニ ェイ ドマ ンは,会 計方 針 に係 わ る問題 をつ ぎの よ うに説 明 してい る。
まず,企 業 が一般 に容認 された会計手続の中か ら選択 した手続 を採用するとい うことは,企 業 に対
してその財政状態 と経営成績 についてのデー タを形成 させ,任 意 の人々 と関係 を結 ばせ,マ クロ経済
指標の形成 を も可能にす る全国家的システムともなるような,市 場経済の もとでの会計 それ自体の前
提 で あ る。 そ して,す べ て この こ とは,会 計 プ ロ セス の重00%の統… 化 では な いが,会 計 手続 の選択
に際 して遵守 しなければならない,企 業会計 システムのフレームワークを設定する会計 に対する統一
アプローチ と原則に基づいてのみ実現可能 であ るとい う。
そ して,会 計 に対する統甲アプローチ と原則 は企業会計 システムを規制す る法的な基準文書によっ
て示 されるが,個 々の企業で会計方針 を形成す る場合 には,さ きに触れた4つ の公準 に立脚す るとし
「
て,つ ぎの よ うに説 明 して い る。
第1の企業の資産独立性の公準は,企業の資産と債権債務は当該企業と他企業の所有者の資産と債
権債務 とは独立 して存在 していることを意味する。企業の会計 システム と貸借対照表には,法 的 に企
業の所有 と認 められる資産 のみ反映 させることも可能である。 と同時に,そ の他の物的資産,貨 幣資
産,債 権債務 も貸借対照表 ヒに計上 しなければな らないとい うことである。 こうしたアプローチは,
企業の資産 と市民 としての所有者のその他の主体 の資産 とを分離す ることにあ る。 この ことによっ
て,契 約当事者は企業の実際の財政状態 を判断 し,企 業の借入金返済能力 を知 ることができる。
第2の 企業活動の継続性の公準 は,企 業は近い将来 において自Lの 活動 を継続 し,ま た企業規模の
大規模な縮小 もな く,さ らに清算す る必要 もその意図 もないとい うことであ る。 この ことを基礎 にし
て,会 計方針 が形成 され,た とえば資産 に対 して各種の償却法が採用 されてい くことになる。
第3の 会計 方針適用の継続性の公準 は,企 業 によって選択 された会計手続 は一会計期間か ら他会計
期間へ と不断 に採用されてい くということである。 と同時に,そ れは会計手続の変更 を全 く禁 じてい
るものではない。法規の修正な どの情況の変化 とともに会計手続 を変更することがで きるが,そ の変
更の根拠 と合理性が示 されることになる。
第4の経済活動の事実の時期的認識の公準は,経済活動の事実はそれに係わる貨幣資産の受入また
は払出の実際の時期 に関係な く,'それが起 きた会計期 間に関係づけられる ということで ある。 この こ
とか ら,経 済活動 の事実はそれが発生 した会計期間の会計に反映 され,費 用 と収益 は発生主義(Me一
・TOJUIaq1監C」IGII哺)で処 理 さ れ る こ と に な る 。
さらに,企 業が会計方針 を形成する場合 に,こ れ またさきに触れた5つ の要請 を保証 することにな
るが,こ れ らの要 請 をつ ぎの ように説 明 して い る。
第1の 真実性(Ho』HOTa)の要請 は,企 業 によって選択され る会計手続 は経済活動 のすべての事実




第2の 慎 重性(ocMOTP匹蓬Te川,蚤紅OCTh)の要請 は,企 業 に よっ て選 択 され る会 計 手続 は損失(費 用)と 負
債 を会計 に反映 させ る場合には収益 と資産のそれ よりも充分慎重に行 う,と いうことである。だが,
それは,会 計 方針 の形成 に際 して秘密積立金 をつ くり,そ れにより所有者や会計情報の利用者 に誤解
を与 えるような過度の操作であってはな らない。
第3の 形 式 よ り も内 容 重 視(npllop匪ITeTco皿ep}Ka}ll1HHepe澱ΦopMoのの 要 請 は,企 業 が 選 択 す る会 計
手続は経済活動の事実をその法的形式のみならずその経済的内容およびその発生の経済的状況をも考
慮 して会計 に反映 させ る,と いうことである。 この要請 は,と くに,立 法が現実の経済発展より立 ち
遅れているときに,市 場経済 を確立 しようとする場合 に重要 となる。
第4の 会 計 デー タの一 致(HenpoTHBopeqHBocTb)の要請 は,企 業 が選 択 す る会計 手続 は会 計 の各種 の
計算か ら得 られるデータの一致の基礎 を保証 するものである,と いうことである。 とくに,会 計期間
における取引の分析計算の勘定残高 と総合計算の勘定残高 との一致,ま た,分 析計算 と総合計算の デ
ータと会計報告書の指標数値 との一致が必要 となる。
第5の 経済 活動 条件 と企 業規模 にあ った会 計 の合理性(pa耶iOHaπLIIOCTh)の要請 は,会 計 方針 は企業
規模 とその活動規模に応 じて合理的で経済的に形成 させる,と い うことである。会計手続の選択 はそ
の採用 との関連で賀州 と便益 とを考慮 して行われる必 要がある。た とえば,小 企業 においては,間 接
費の複雑な配賦計算を採用することは費用がかかる反面,そ の信懲性 の視点からみて財務諸表の利用
者 に とって もあ ま り有益 な もので はな い(9)。
そこで,上 記の公準 と要請が,企 業 での自己の会計方針 を形成 し適用 す る際の基礎 となる。 そ し
て,こ の基礎をもたない会計方針による会計 は,企 業活動の成果の描写を歪 曲し,会 計規範か ら逸脱
した もの とみ な され る。
しか し,い か な る情 況 の もとにお いて も,上 記 の公準 か ら離 れて はな らな い とい うこ とで はなb 。
現実 においては,企 業が別の公準 を基礎 としなければな らないような理由 も起 きる。た とえば,企 業
の清算の場合 には,企 業活動 の継続性 の公準 を基礎に した会計方針 を形成 す ることはで きない。だ
が,こ うした場合は原則の例外 とされる。
もっ とも,会 計手続の選択 は,上 記のそれぞれの特性 をもつ諸要請を統合 した視点か ら行われるこ
とになる。た とえば,真 実性の要請に応 じた会計手続 は合理性の要請 に応 えることはで きないし,そ
の逆 の場合は逆 となる。 よって,企 業の会計方針 は,さ きに列挙 した5つ の要請が相互 に均衡する視
点か ら形成 され るとする。
こうして,新 生 ロシアでは,西 側ではすでに広 く知 られている会計の公準や要請が導入 され,そ れ





が会計方針 といわれている。 したがって,会 計方針を解明する場合,会 計手続の方法論が中心 となつ
o
ている。 だが,バ カーエ フ とシニ ェイ ドマ ンに よれば,そ れ は会計 手続 の 内容に対 す る狭義 のアプ ロ
〔3〕55頁
一 チであ るとして,つ ぎの ような広i義の アプ ローチ を説 明 してい る。
会計の公準 と要請 とに基づいて採用される会計方針 は,企業における会計 システムの統一性 を保証
す るこ とにな る。 それ は会計 プ ロセスの すべての側面,つ まり,1)方 法論 的側面(MeTO那四eCK繭
acHeKT),2)技 術 的 側 面(TexllHqecK曲acne蟹{T)・,3)組 織 的 側 面{opraHH3aIuIo垂lllb1前acIIeKT)に及
ぶ6こ の場合,方 法論的側面 とは,資産の評価法,減 価償却の計算法,利 益の認識法などの どのよう
な方法を企業で採即するかということであり,技術的側面 とは,会 計帳簿への記帳,勘 定への記入に
おいて会計手続をどのように具体化するかということであ り,組織的側面 とは,企業での会計部課の
組成,管 理組織における会計部課の地位,会 計部課 とその他の部課 との相互関連の視点から会計手続
をどの ように遂行するかということである。そ して,こ の3つ の側面から会計手続を解明するのが広
義のア プロー チで あ る とす る。
しばしば,会計文献では,技術的側面 と組織的側面を会計手続の範囲の外に置いている。また,伝
統的には,実務界では会計手続の方法論的側面のみが言及されている。だが,こ の狭義のアプローチ
は,会 計方針に係わる2つ の異 なるプロセスである会計方針の形成 と解明の混乱 をもた らす。そこ
で,広義のアプローチを採ることになるが,と くに,集権的経済構造か ら非集権的経済構造への移行
期では,そ れは大 きな意義がある。 ロシアではいま,方法論的,技 術的,組 織的側面の総体 としての
会計 システムの検討こそが今 日の会計改革 となってお り,また,企 業の会計方針の内容をより系統的
に解 明す る必要が あるか らであ る。 よって,広 義 のア プローチ を採 るこ とにな ると して も,そ れ は体
制転換 の移行期の特殊なアプローチであるとしている。
そ こで,バ カーエ フ とシニ ェイ ドマ ンは,個 々の企 業が 自 ら決 定 しなければな らない会計 上の主要
な問題 を,表2の ように示 す。 そして,広 義 のアプ ローチ か らつ くられ た この表 は,一 時点('94年
8月1日現在)に おける現行法規に対応 して作成 されているが,そ の内容 はまだ完全な ものではな
1
く,今 後 のロ シア経済 にお ける会 計 システムの改善 と発展 に応 じてよ り充 実 され てい くとす る。た と
えば,会計方針の枠組みの中で,連 結財務諸表の作成法,イ ンフレ会計の手続,企 業間取引の会計手
続 などのその他の問題 も解 決 され てい くことに なる というので ある。
一2Q8一
第35巻第2号1997年3月
表2企 業で採用を決定 す る会計方針の内容(1994年8月1日現在)
会計の方法論的側面
1固 定資産の減価償却g当 面の支出と支払のリザーブ
2無 形資産の減価償却10生 産費の分類 と記娠
3固 定資産 と小額物品への労働手段の分割H生 産物,作業,役務の販売からの利益の認識
4生 産用在庫の評価12長 期契約についての利益の認識
5完 成生産物の評価13不 良債権に関する引当金
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(出所)〔3〕56～57頁。なお,こ の表の作成に際しては,各 項目に対して定められている基準文書の部分は割愛 した。
(6)
新生 ロシアで会計方針がどのように解釈 されているかをみてきたが,で は,現 時点の ロシアの現状
において,企 業で会計方針 はどのように形成 され,選 択で き得 るいかなる会計手続があるのであろう
か。幸 い,こ の問題 についてのチャー トが経済新聞r経 済 と生活』紙上 に報 じられているので,そ れ
を紹 介 す る こ と に す る〔lo}。
表3は 現時点 までに出 された会計方針 に関係す る基準文書 を示 した ものであ り,表4は 会計方針の
形成,そ の形成 に際 しての公準,会 計方針の変更 を,表5は 会計方針 に対する要請,会 計方針 ζなる
会計手続 とその開示をそれぞれ示 した ものである。 そして,表6か ら表11までの表 は,会 計方針 のぞ
れそれの要素についての会計手続の内容 を示 したものである。





1.95年6月14日 付 ロシア連 邦 の法律(NQ88一φ3)(NQ173),95年7月28日 付(Nα81)ロシア連邦 財
「ロシア連邦における小事業活動の国家援助 につ 務省指令で修正
いて」ll.92年7月24日 付ロシア連邦財務省書簡(Nα59)
2.90年10月22日付 ソ連邦閣僚会議決定([x`0.1072)「企業 における会計記録の採用 に関する勧告」覧L
「ソ連邦国民経済 の固定 フォン ドの更新用統一減12.92年12月23日付 ロシア連邦財務省書簡(¥'alli)
価償却控除率について」 「企業の民営化に関する取引の会計 と報告書への
3.92年8月5日付 ロシア連邦政府決定(Nα552)「生 反映について」
産物(作 業,役 務)の 生産費 ・販売費の組成につ13.93年i2月13日付 ロシア連邦財務省書簡(No14?)
いて,ま た利益課税に際 して考慮 され る財務的成 「1994年1月1日時点の固定資産の再評価 結果の
果の形成についての規程の承認 について」,95年6会 計 と報告書への反映法について」,9412月26日
月26日付(Nα627),95年7月1日付(箇0661)ロシ 付(No170)ロシ ア連 邦財務 省 指令 で修 正
ア連邦政府決定で修正14.93年12月30日 付 ロシア連邦財務省書簡(酌160)
4.99年8月19日付 ロシア連邦政府決定(Nα967)「固 「長期投資会計に関す る規程」
定 フォン ドの加速度減価償却 メカニズムの利用 と15.93年12月30日付 ロシア連邦財務省書簡(Nα16D
再評価について」 「建設作業の原価の計画化と計算に関する模範方
5.会計 における書類 と書類回覧に関する規程。83法 論曲勧告についてユ
年7月29日付 ソ連邦財務省承認(Nα105)16.94年7月28日 付 ロシア連邦財務省指令(MOω
6.国民経済 における固定 フォン ドの減価償却控除 「企業の会計方針の会計規程の承認について」,94
算定法 に関する規程。 ソ連邦ゴスプラン,ソ 連邦 年12月26日付(Nα170)指令で修正
財務省,ソ 連邦国家補給委員会,ソ 連邦国家価格17.94年12月20「!付ロシア連邦財務省指令(M68)
委員会,ソ 連邦国家統計委 員会,ソ 連邦国家建設 「1995年度 の四半期報告書の模範様式 とその記入
委 員会 に よ る90年12月29日付承認(NOBr-21一馬 法 に つい て」
144-24,'4-73)18.95年6月13日 付 ロ シア連 邦財 務 省指令(Nay[)
7.79年4月30日付 ソ連邦財務省書簡(NolO3)「企 「価額 を外貨で示す組織の資産 と債権債務の会計
業 と建設における材料計算に関する基本規程につ の会計規程の承認について」
い て」19,95年7月28日 付 ロ シア連 邦 財務 省 指令(Nα81)
8.79年10月18口付 ソ連邦財務省書簡(Nα工66)「小 「ロシア連邦民法典第1部 の適 用に伴 う個々の取
額 ・迅速消耗物品会計 に関す る規程」 引の会計への反映法 について」
9.91年7月2日 付 ロ シア連 邦財 務 省書 簡(Nα40)20.95年8月10日 付 ロ シア連邦 国税 局指 示(XO.37)
「小企業における会計の実施 と会計記録の利用に1「 企業と組織の利益に対する税の算定法 と国庫へ
関する勧告」 の支払法について」
10.91年11月1日付 ソ連邦財務省指令(Nα56)「企業2エ.95年10月19日付 ロシア連邦財務省指令(NΩU5)
の財務 ・経済的活動の会計勘定計画 とその適用に 「1995年度の組織の年度会計報告書 について」







・法律で認 められた手続のうちの1つ を選択することによって,会 計の具体的指向を示す
・所有形態 と融資源泉に関係な く,すべての企業で形成 される
・企業の管理運営文書(指 令,指 図書など)に よって規定される
個々の開題 についての基準文書がない場合には,会 計方針 は,現 行会計規程に基づいて,企 業によっ
て自主的に作成 した適応の手続で形成 され る
一 一}　 冒「皿一「冒一 ・」w噌,一}一,
・現存企業 は,適 応の管理運営文書の公布年度の次の年度の最初の1月 から,選 択 した会計手続 を採 用
する





























会計方針の変更による結果 は,そ の変更を実施 した日(月 の初









・慎重惟一 予想される収益と資産よりも,損失(費用)と 負債 を(秘密 リザーブの設定でな くて)会






























・企業によって選択 される会計手続は,すべての構成亜部門に対 してその所在地に関係な く採用される















表6 固定 フォン ドと少額 ・迅速消耗物品 (h7611>の価額の償却
「 会計方針の要素
MBn の価額限度 固定 フォン ドと MI遇の減価 修繕価額の償却法
償却控除のメカニズム
企業によって設定 実際の支 出は, 修繕の実 実際の支 出は,次期
されるが, 法令で 施 に応 じて費用の適応の 以降の費用に関連づ
定めた限度 (199 要素について生産物の原 け られ, 支出が修繕





● 修繕基金への控除 は,固定 クォ ン ドのバ





定額法 規定の方法で定められた率による算定 すべ ての企業 に とって可能
う 加速度 ● 2倍以内での加速度係数で高めた,規 ・行政権 の連邦機関 によって規定 され た,
減価償 定の方法で定められた率による算定 効率的な種類の機械 と設備およびハイ
却 ○ より大規模な加速度減価償却メカニズ テク部門の一覧表 に従 って企業 に よる
ムの採用の必要性は, ロシア連邦主体 採用
の財務機関と調整される ・95年6月14日付連邦 法 (注1)に よっ
9 月間の加速度減価償却メカニズムの採 て決定 された, 小事業活動の主体 によ
用の決定は,企業から税務機関へ通知 る採用
される
次の権限が追加として与 えられ る :
すべての ロシア連邦政府決定による固定フォンドの再評価の結果,財務 ・経済的指標 のいち





注1 すべての生産的固定フォンドあるいはその積極的部分 〔機械, 設備, 運送手段〕のみた対す
る加速度減価償却の採用可能に関する問題は,法規で規制されない
注2 企業活動の停止に際 しては, 1年間の追加算定した償却額は,企業の計上利益増によって取
り戻 されね ばな らない ,












・土地区割,天 然資源 の利用権 、
・パ テ ン ト,ラ イセ ンス,ノ ウハ ウ
・プログラム生産物
・専有権 および特権(活 動の個々の種類 に対するライセンスを含む}'
・創立費
。商 標,ト レー ドマ ー ク な ど
・自己資金 で遂行 され,自 己の生産のために利用され る完成品
無形資産:
・取得費,製造費および使途目的に利用される状態にまで維持する費用の金額で評価される




・効力期間が定 め られている もの 1年以上の効力期間の範囲で
(ライ セ ンス,パ テ ン ト,利 用権,そ の他)




(プログラム生産物,無 限 ではあ るが陳腐化す の範囲で
るパ テ ン ト,技 術,ノ ウハ ウな ど)
■ 無形資産 は,つ ぎの ような手続 きで, 自己の価額 を生産費 ・流通費 に,設 定された償:却率 に基づいて
減価償却控除で均等に(毎月)移転させる
一 すべての無形資産にとって一一費用の計算勘定の借方 と 「無形資産の償却」勘定(勘定番号05)
の貸方で
一 無形資産にとって一 「民営化企業資産の購入価額 と評価価額 との差額」については,費用の計
算勘定の借方 と 「無形資産」勘定(勘定番号04)の貸方で
● 自己資金によって遂行 される科学 ・調査,実験 ・設計の完成 した作業の価額の償却は(自己生産での
























・棚卸資産がその仕入順次で会計期間 に利用 され るとみなして,生産へ(商 業で
は販売 に)初 めに払出 された資源には,仕 入の早い時期の原価 で評価する
。この方法の採用に際 しては,期 末に在庫 として(倉 庫に)あ る物的資源は,仕




・先入先出法 とは逆の仮定を考えて,生 産へ(販 売に)初 めに払 出された資源に
は,仕 入の遅い時期 の原価で評価する
・この方法の採用に際 しては,期 末に在庫 として(倉 庫に)あ る物的資源は,仕
入の早い時期の実際原価で評価 される。販売 された生産物(作 業,役 務〉の原





















完成生産物 の計 算は,「生産物 の産 出」勘定(勘 定 番号37)を活 用 して行
う。 この勘定 には,「完成 生産物 」勘定(勘 定 番号40>への ちに記λ され る
ノルマ(計 画)デ ー タで費用力!計上 される






























































不良債権 とは,規 定の期 日において返済のな
い,ま た保証のない,企 業の債権である
・・不良債権 の引当金 は,年 度末に実施 される企
業 の不良債権の棚卸の結果 に基づいて設定 さ
れる
・引当金の大 きさは,債 務者 の財政状態 とその
債務の全額 また は一部の返済確率の評価 とに
よって,そ れぞれの不良債権別 に個々に決定
され る
・引当金の 目録 とその設定手続 は,ロ シア連邦
の法律 と法令で定 められ る
・設定 した年度の次の年度末 までに取 り崩 され













は,経済省 と財務省 と同意 して省庁によっ









































































に認 められ採用されているそれ とほぼ同 じものであることが分か る。
おわりに
以上,わ れわれは体制転換後 の新生ロシアにおける企業の会計方針 についてあきらかに してきた
が,こ の考察 か ら以 下 の こ とが い えるで あろ う。
第1は,基 本的には,西 側で これ まで広 く理解 されてきた会計方針が ロシアにいま導入 されつつあ
るとい うことである。それは,会 計の公準を前提にして要請を基礎 にした会計方針の形成,会 計 の法
規で定め られた中からの1つ の会計手続の選択,選 択 した会計手続の開示,会 計 方針の変更の開示 な
どにみ ることがで きる。 また,会 計手続の具体的内容 について も,西側のそれ とほぼ同じものである
ことを知 る ことが で きる。
第2は,西 側か ら導入 されつつある会計方針が これまでの ソビエ ト会計の もとでの会計の方法など
と対比 しっ っ説明 され てい る とい う ことで ある。 ソビエ ト会 計 におい ては,会 計 の方法,バ ラ ンス的
総括,そ の技術手段 は全国家的に統一され,個 受の企業で自主的に選択で き得 るものではなかったに
もかかわ らず,そ れ との対比で新 しい会計方針 を説明 してその導入 を図っている。そ こに,た とえ体
制転換 が行われても,会計 には企業の経済活動 を反映 させねばな らないとい う歴 史貫通的特質がある
ことをみ る ことが で きる。
第3は,会 計手続の内容が国際的な理解 と異 なる広義のアプローチで説明 されていることである。
その理由は,会 計方針は企業会計 システムの統一性を保証することになるし,さ らに,ロ シアではい
ま,単 に新 しい会計方針の導入のみな らず,新 しい企業会計 システムの全体 を も構築 しなければなら
ないか らで あ る。 よって,広 義 のアプ ローチ を採 るこ とは一 時 的 な特 殊 な アプ ローチ であ る としてい
るが,そ こに は,体 制転換 とい う移 行期 にお け る会計 改革 の特 徴 をみ る こ とがで きる。.
第4は,第3と の関連 において,ロ シア企業の会計方針 は今後の会計改革の進展の過程 においてよ
り充実 されてい くとい うことである。 したがって,わ れわれ も,新生 ロシアでの会計改革の推移 とと
もに,こ の国の今後の会計方針の内実を引 き続 き見守 ってい く必要がある。
もっとも,それぞれの国における経済発展のアプローチの相違は各国の会計モデルの様相 に相違 を
もたらし,そ の会計モデルの相違は企業の会計方針の選択 に相違をもた らす といわれている。そ して
今 日,国 際会計基準 により各国の会計は調和化の方向 に徐々に向かいつつあるとはいえ,こ れ までの
歴史 において,ヨ ーロッパにはイギ リス型会計が第1波 としてあ らわれ,ド イツ型会計が第2波 とし
てあ らわれた 。前 者 に おい て は,1)国 家 政策 として 自由放任 主義(ア ダム ・ス ミス の思想),2)
国家の役割 として独占排除,3)産 業融資 として私的投資家,4)会 計規制 として勘定科 目表な どを
設 けない私的規制がそれぞれ採 られ,こ の窄め会計方針の基礎に ビジネス ・コミュニティが重視 され
る。 これ に対 して後者 にお い て は,1)保 護貿 易 主義(フ リー ドリ ヒ}・ リス トの思想),2)産 業
「
促進,3)銀 行,4)勘 定科 目表な どを設けた国家規制がそれぞれ採 られ,こ のため会計方針の基礎
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に公的政策が重視 され る。 これに対応 して,第3波 であった これ までの ソビエ ト型会計 をみる と,
1)国家政策は加速度 的産業発展(ス ター リンの思想),2)国 家の役割 は産業管理,3)産 業融資
は国家予;算,の 会計規制 は勘定科目表などを設 けた国の法規でそれぞれあった し,こ のため会計方
針の基礎 に国の中央機関の要請が重視 され,さ きに触れた ように,個 々の企業で選択で き得 る会計方
針は騨 聡 そこで,体制轍 謎 を叛 ・シアではいま,このソビエト型会計から脱し嚇 しい会
計 を構築 しようとしているが,果 して,こ の国のポス トソビエ ト型会計の難着陸先はどの ような型の
会 計 に な るので あ ろ うか。 それ は,イ ギ リス型 会計 か,ま た は ドイ ツ型会計 か,そ れ と もそれ らの1
変種 とな るの か(11J。いずれ にせ よ,こ の よ うな問題 を も含 め て,今 後 充 実 させ て い くで あ ろ うロ シ
ア企業の会計方針 を追究 してい く必要があろう。
注
(1)た とえば,つ ぎの別 稿 を参 照 され た い。 〔9〕 〔10〕〔11〕〔12〕〔13〕〔14〕〔15〕〔17〕〔27〕〔28〕。
(2)強度の中央集権的計画経済体制の もとでの会計 の指導機構 については,〔8〕 を参照 されたい。
(3>ソビエ ト会計の特徴 と限界については,〔16〕〔25〕〔26〕を参照されたい。
〔7)
(4)ソ連時代には,会 計の対象 と方法 をいか に規定するかをめ ぐって論争が展開された。その過程におい
て,会 計 の 対 象(npe恥ieT)と会計 の方法(MeTO且》 に対 す る,会 計 の客 体(06beKT)と会 計 の 技術 手
段(cnOCO6>とを明確 にす ることがなされていった。 いま,会 計方針 という用語 とともに,会 計手続 と
い う用 語 も新 生 ロシア に導 入 され て きてい るが,こ の手続 に対 して,cHoco6(手段),HPHeM(手 法),




(7)この会計規程の内容 については,〔12〕を参照 された い。
(8)バ カーエ フ氏 は,ロ シア連邦財務省内に設置 されている83名の委員か らなる会計方法論会議の議長 で
ある。 この会議 はH本 の大蔵省企業会計審議会 にほぼ相当す るものであ り,バ カーエフ氏 の名で会計法
規が公布 されている。
(9)こ のため,小 事業のための簡略化 された会計の実施 と報告書(財 務諸表)の 作成が認め られ,最 近で
は,そ の会計法規舩 布 されてい〔6J.なお,小 銃 とは平均従頻 数2・人未満(内 訳 ・工業 と建設業
では200人未満,科 学 と学術 サービス組織では100人未満,そ.の他の生産分野の部門では50人未満,非 生
〔20)2星6頁
産分野 の部門 では15人未満)の 企業をいう。
(10)表3か ら表9ま で は 〔21〕,表10と表11は 〔22〕よ りそれ ぞれ 引用 した もので あ る。
(11)現時点の砂 アでの会計改革をみると・一』方で鴨 会計基準駒 方でドイツ型会計モデル鯵 考にし
つつ,新 しい会計 システムを構築 していると思われる。 また,こ の国では,歴 史的には ドイツ会計の影
響 を強 く受 け、見 こうした ことも考慮すると,こ の国のポス トソビエ ト理会言トの難着陸先は ドイツ型
'会計
モデルの1変 種 となる可能性 もある。
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〔12〕一 一 一一, ロシアにおける会計改革 の最近の動向,第77巻,第2号,1994年。
〔13〕一 , ロ シア にお け る新 しい監 査 制 度 の構 築,'第77巻,第3・4号,1995年 。
〔14〕一 , ロ シア にお け る固 定資産 樽 評 価,第78巻,第1・2・3号,1996年 。
〔15〕 9 ロシアの勘定科 目表の修正 について,第78巻,第4号,1996年。
《経理知識》誌
〔16〕森章, ソビエ ト会計 の終焉 とIUソ連会計学界の混迷,第71号,1992年。
〔璽7〕 一} , 新生 ロシアにおける会計改革一一財務諸表 を中心 として,第72号,1993年。
その他の著作
〔18〕B.r.Ma署{apoB,Teopl巨H6yx1熟JI箋・epc瓢GroyqeTa,M.,1983.







〔25〕森 章, 十月革命 か らペ レス トロイカまでの ソ連会 計 を どうみ るか 一会計 と経 済体制 の論議 に よせ
て 一, 『会 計 理論 学 会 年報 』,1¥Qu,1991年。
〔26〕一一 , ソビエ ト会計の終焉,遠 藤孝,角 瀬保雄編,『現代会計 一課題 と展望一』,ミネル ヴァ書房,所
収, 1993年。
〔27〕 , 旧 ソ連 の市場経済移行期 における会計改革 一減価償却 を中心 として一一,江明治大学社会科学研
究 所紀 要」,第31巻,第2号,1993年 。
〔28〕 , 市場経済化の ロシアの企業会計制度 …ロシアにお ける企業会計制度の構築 一,『ロシア東欧貿
易 調 査 月報 』,Nαll,1995年。
〔29〕一 (解説),小 田康治(訳),ロ シアにおける会計 と報告書 に関する規程,『ロシア ・ユー ラシア経
済 調 査 資料』,¥'x758,1995年。
〔30〕 , ロシアにおける体制転換 と会計改革,r明治大学社会科学研究所年報』,第36号,1995年。
,
一221一
